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はじめに

国土交通省では，民間で開発された特許工法等

の新技術を積極的に現場で導入することにより，

公共工事の品質の確保とあわせて，技術力に優れ

た企業が伸びる環境づくり，公共事業に関連した

民間分野の新技術開発の取り組みの促進を図るべ

く，「公共工事における技術活用システム」を構

築し，平成１３年度より運用している。この中で，

新技術に関する情報をデータベース化した「新技

術情報提供システム（NETIS）」を運用し，発注

者が新技術を採用する際の情報源としているが，

現場ごとに異なる施工条件に合わせた最適な技術

を選定するための「新技術選定支援システム（仮

称）」を試行したので概要について紹介する。

新技術情報提供システム
（NETIS）について

新技術情報システム（NETIS）は，民間企業

等において開発された新技術をデータベース化し

たもので，国土交通省が情報提供する政策ニーズ

や現場ニーズに対し，開発者が申請したものが登

録される。申請された新技術は，技術の内容や試

験データ・工事実績等について審査され，「試験

フィールド事業：施工現場における適用性を確認

する新技術」と「技術活用パイロット事業：新技

術の運用に必要となる歩掛や技術基準等を整備す

る新技術」「準一般技術：新たに調査等を要する

事項はなく一般の工事に使用できる技術」に分類

される。

国土交通省をはじめとする発注者は，工事の発

注に際しNETIS の中から有用な新技術情報を選

定することができるが，直轄工事での新技術の採

用に当たっては活用調査が義務付けられており，

調査結果は新技術の活用後評価に反映される。ま

た，NETIS については国土交通省ホームページ

を通じて一般にも公開されており，他省庁や地方

自治体，建設コンサルタントをはじめとする民間

企業においても積極的に活用いただけるよう配慮

している。

現在NETIS には３，０００件を超える新技術が登

録されており，直轄工事における採用件数も平成

１３年度には９２８件，１４年度には１，３０３件に達してい

る。一方で，これら新技術を採用する現場担当者

からは，「積算方法に苦慮している」「特記仕様書

の記載方法がわからない」「施工管理の方法がわ

からない」「類似技術からの選定方法が煩雑」と

いった運用に伴う問題点も指摘されている。

これら問題点の解決を図るため，建設施工企画

課では活用件数が多く現場担当者からのニーズの

高い１００技術について，暫定的な積算資料（暫定

NETISにおける新技術選定
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歩掛・機械損料）や，特記仕様書記載例，施工管

理基準案を提供しているが，今回「類似技術から

の選定方法の簡易化」を図る目的で「新技術選定

支援システム（仮称）」を開発し一部試験運用を

開始した。

新技術選定支援システム
（仮称）について

新技術選定支援システムは，新技術の選定に当

たり工事現場ごとに異なる個別条件に基づき使用

が可能な新技術を絞り込むための検索システムで

ある。運用に当たっては新技術の登録件数が多

く，工法の内容からも選定に苦慮している７工種

（擁壁工，地盤改良工，法面工，アンカー工，基

礎工，コンクリート工，舗装工）に的を絞り整備

を進めており，平成１５年度には，擁壁工，地盤改

良工（固結工のみ）の試験運用を開始している。

今後は試験運用の結果を踏まえた改良と，残りの

工種の整備を順次進めていく予定である。以下

に，本システムの概要を示す。

� 検索画面（地盤改良工の例）

図―２に地盤改良工における検索画面を示す。

地盤改良工においては，成果品（目的物）の直接

的な性能となる「改良強度」「透水係数」「改良可

能深度」をはじめ，施工に伴い発生する騒音・振

動や産業廃棄物の発生量のほか，施工現場の広さ

から制限されるプラントヤードの広さといった工

事現場個別の現場条件を入力していくことで，条

件に適合した工法を絞り込むことができる。

� 出力画面（地盤改良工の例）

図―３に検索画面で入力した検索条件を満足す

る工法について，出力された例を示す。出力画面

の中列付近にあるように，検索画面で入力された

施工条件に対し，検索された工法について詳細な

数値等を表示するとともに工法の特徴的な部分を

写真や図によって示すことで理解しやすいように

工夫した。なお，これらの記載内容は先に述べた

活用調査結果を踏まえて順次更新されていく予定

である。

図―１ 新技術情報提供シ
ステム（NETIS）
の概要
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４ おわりに

新技術工法選定支援シス

テム（仮称）は，発注担当

者が施工現場の諸条件を鑑

みて最適な技術を絞り込ん

でゆく作業を支援するため

のツールであり，最終的に

どの工法に決定するかは担

当者の判断に委ねられるも

のである。発注担当者にお

いては，当該現場の施工条

件を正確に把握するととも

に，採用する工法の決定に

当たっては数ある現場条件

の中から最優先すべき事項

を判断するといった技術力

が求められる。今後，本シ

ステムが有効に活用される

ことでさらなる新技術の活

用普及が進むことを期待す

る。

図―２ 新技術工法選定システムの出力画面（地盤改良工）
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評価項目表

評価項目
検索条件

評価内容
単位 検索値

基本情報 技術名称 ○○○工法 △△△工法 □□□工法
開発会社名 ○○建設（株） △△△研究会 □□工業（株）
部署および担当者名 ○○部 ○○課 ○○○○ △△△研究会 技術部長 ○○○○ 技術部 ○○○○
電話番号 １２―３４５６―７８９０ ２３―４５６７―８９０１ ３４―５６７８―９０１２

分類 目的工種 地盤改良工 地盤改良工 地盤改良工
工種区分 固結工 固結工 固結工
工法区分 スラリー撹拌 スラリー撹拌 高圧噴射撹拌
工法種別 スラリー撹拌（施工可能深度≧２５

m）
スラリー撹拌（施工可能深度≧２５
m）

機械撹拌＋高圧噴射撹拌工法

工法概要 工法の概要 スラリー化したセメント系改良材を
軟弱地盤中に注入し，原位置で撹拌
混合することにより軟弱地盤を化学
的に固化する工法で，軟弱地盤中に
注入するセメントスラリー供給量に
相当する土を施工過程においてスク
リューで強制的に排除して施工時の
地盤変位発生を抑える工法である。

スラリー化したセメント系改良材を
軟弱地盤中に注入し，原位置で撹拌
混合することにより軟弱地盤を化学
的に固化する工法で従来のCDM工
法の撹拌翼径を φ１．０～φ１．２mおよ
び１．３mに拡大し，施工能力のアッ
プおよびコスト低減を図った工法で
ある。施工方法，施工管理，品質管
理はCDM工法と同様である。

特殊ループ式先端ビットを使用し，
正回転による削孔，逆回転による引
上げ造成により，排泥を全く出さず
に改良体を形成する工法。

特許 有〈第 号，第 号，第 号〉 有〈第 号，第 号〉 有〈第 号（出願中），第 号〉
実用新案 無〈なし〉 無〈なし〉 無〈なし〉
建設技術評価制度取得 無 無 無
民間開発建設技術の技術
審査・証明取得

無 無 無

NETIS 登録 有 有〈パイロット事業〉 有〈パイロット事業〉 有〈試験フィールド事業〉
NETIS 登録番号 ○○―○○○○ ○○―○○○○ ○○―○○○○
施工実績 中：１０件

以上
多：１００件以上 中：１０件以上 中：１０件以上

成果 目的物のレベル 改良径 m φ１．０（２軸） φ１．２（２軸），φ１．３（２軸） φ０．３～２．３ミニ，標準，ビッグの３
タイプ

改良強度 kN／m2以上 １０００ ５０００〈１００～５０００，ただし，セメン
ト添加量増加することでさらに強度
を増す事が可能〉

５０００〈１００～５０００，ただし，セメン
ト添加量増加することでさらに強度
を増す事が可能〉

３０００〈粘性土：１０００砂質土：３０００〉

透水係数 cm／sec 以下 １×１０－５ １×１０－７〈１×１０－５～１×１０－１０〉 １×１０－７〈１×１０－５～１×１０－１０〉 １×１０－６〈１×１０－５～１×１０－６
実質的な不透水体の造成が可能〉

改良可能深度 m以上 ２５ ５５〈陸上４５（５５の実績あり）〉 ３０〈φ１．２（２軸）：３０ φ１．３（２
軸）：２０〉

３１〈玉石，軽石，こぶし大以上の礫
等がない事〉

その他派生物のレ
ベル

騒音・振動抑制効
果

騒音 dB以下 ８０〈８０（離隔１０），減速機，ジェネ
レータ（離隔７０m，６５）〉

８０〈８０（離隔１０m），減速機，ジェ
ネレータ（離隔７０m，６５）〉

９９９〈専用マシン，発電機等〉

振動 dB以下 ４５〈４５（離隔１０）暗振動の範囲，減
速機，ジェネレータ〉

４５〈４５（離隔１０m）暗振動の範囲，
減速機，ジェネレータ〉

９９９〈専用マシン〉

産業廃棄物の発生
量

砂質土 少〈排出土は通常処分可能（性状調
査必要）〉

少〈注入スラリー量×０．０～０．７，排
出土は通常処分可能（性状調査必
要）〉

無〈全く発生ない〉

粘性土 少〈排出土は通常処分可能（性状調
査必要）〉

少〈注入スラリー量×０．０～０．７，排
出土は通常処分可能（性状調査必
要）〉

無〈全く発生ない〉

周辺環境への影響 有無 有〈地盤変位は通常型の１／３～１／
１０程度になる，周辺環境への影響：
無または少ない〉

有〈近接構造物の変形に対する影響
が少しある。変位を低減する場合は
CDM―LODIC 工法〉

無〈施工の特性上，地盤の変動等は
ない。水質汚濁もいまのところ見ら
れない〉

適用条
件

自然条件 適用地盤 砂質土 N値 ０～２０ ０～２０〈N 値２０以上は，場合によ
って補助工法の必要あり〉

０～１２〈N 値１２～２０は，場合によ
って補助工法の必要あり〉

０～１５〈部分的なものであれば N
＝２０程度まで施工可能。ただし，削
孔時間を要する〉

砂礫 可能 可能〈１５０～２００mm（人頭大）が限
度，施工速度を落として対応可能そ
れ以上は施工困難〉

可能〈１００mm（こぶし大）が限度〉 可能〈こぶし大程度，混入率２０％以
下であれば施工可能。これ以上の場
合は施工不可〉

粘性土 N値 ０～５ ０～８〈N 値８以上は，補助工法
により施工可能〉

０～６〈N 値６以上は，補助工法
により施工可能〉

０～５〈目安：C＝３０kN／m2以下。
部分的なものであればC＝５０程度ま
で施工可能〉

有機質土 可能 可能〈改良材にセメント系固化材を
使用〉

可能〈改良材にセメント系固化材を
使用〉

可能〈モニター径までの改良は可
能。発生改良強度が低下する可能性
がある。噴射での拡幅径が期待でき
ない場合がある〉

中間層の最大N値 ２０ ２０〈層厚が３mを超えると補助工法
などを検討〉

１２〈層厚が３mを超えると補助工法
などを検討〉

１５〈部分的なものであれば N＝２０
程度まで施工可能。施工の適応地盤
に準ずる〉

転石・礫への対応 可能 可能〈礫径１５０mm以下で対応可〉 可能〈礫径１００mm以下で対応可〉 可能〈こぶし大程度，混入率２０％以
下であれば施工可能。これ以上の場
合は施工不可〉

地下水 被圧地下水 可能〈被圧地下水・流動地下水が存
在しても施工可能〉

可能〈被圧地下水・流動地下水が存
在しても施工可能〉

〈被圧地下水部での施工例なし〉

流動地 下 水（３m／min
以上）

可能〈流動地下水の大きさにもよる
が現在までの実績では施工，品質に
悪影響があった事例はない〉

可能〈流動地下水の大きさにもよる
が現在までの実績では施工，品質に
悪影響があった事例はない〉

〈測定例なし〉

現場条件 プラントヤード 長さ m以内 １５〈１５～２０プラントの機種で若干の
差がある〉

１５〈１５～２０，プラントの機種で若干
の差がある〉

１２〈通常：２０×１０〉

幅 m以内 １０〈プラントの機種で若干の差があ
る〉

１０〈プラントの機種で若干の差があ
る〉

４〈通常：２０×１０〉

高さ m以内 ３〈３．０～８．０〉 ３〈３～８，セメントサイロの種類
（タワー型，横型）によって異なる〉

８〈セメントサイロの高さに対応〉

全装備時の機械仕
様

長さ m以内 ７．５〈７．５～１３．０〉 ７．５〈７．５～１３．０〉 ８．１〈８．１（マシン改造）〉
幅 m以内 ５．５〈５．５～６．０〉 ５．５〈５．５～６．０〉 ２．６〈２．６（マシン改造）〉
高さ m以内 １８〈１８．０～３６．０〉 １８〈１８．０～４０．０〉 ３．１〈３．１～１３．０専用マシン高さ：

３．１，施工時はロッド継ぎ足し施工〉
接地圧 N／mm2以内 ０．２〈０．２～０．４〉 ０．２〈０．２～０．４〉 ０．０６〈施工個所のみならず，搬入路

等も０．０６以上である事〉
マネジメント特性 特殊な資機材の必

要性
有無 有 無 有〈専用マシン，先端ビット（標準

φ１０００），ロッド，スィベル等〉
マニュアル等の整
備

有無 有 有〈パンフレット，技術・積算マニ
ュアル，施工実績，Q＆A集等〉

有〈パンフレット，技術・積算マニ
ュアル，施工実績，Q＆A集等〉

有〈技術資料，標準積算資料等 現
在第２版を再編中〉

備考 備考 施工単 価：７，０００～１１，０００円／m3，
工法種別：スラリー撹拌（施工可能
深度≦４５m）

施工単価：３，６００～３，８００円／m3，ス
ラリー撹拌（施工可能深度≦３０m）

・施工単価：１．５～５万円／m・施工
量：１日当たりの施工料は３０～５０m
（削孔長）・上空制限：４m程度施
工可・地下水：地下水流動の激しい
所では施工不可

登録年月日 ２００３／０５／３０ ２００３／０５／３０ ２００３／０３／２０

データについてはメーカーに直接問い合わせること

図―３ 新技術工法選定システムの検索画面（地盤改良工）
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（注）１．海外の都市は電気事業連合会調べによる1977年の状況�
　　　　（ケーブル延長ベース）。�
　　２．日本の状況は2003年国土交通省調べによる2003年３月�
　　　　末の状況（道路延長ベース）。�

（注）１．2003年国土交通省調べによる2003年３月末の状況。�
　　２．無電柱化率は，市街化区域の道路における電柱の�
　　　　ない道路の割合。�
　　３．幹線道路は，一般国道・都道府県道をいう。�
　　４．非幹線道路は，市区町村道をいう。�
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はじめに

政府は，平成１５年７月に「住んでよし，訪れて

よしの国づくり」として「観光立国行動計画」を

まとめ，その中で，「美しい国づくりの推進」策

として「電線類の地中化」が位置付けられたとこ

ろである。また，同月に出された「e-Japan 重点

計画２００３」においても，光ファイバ収容空間の整

備の観点から「電線類の地中化」の推進を位置付

けている。

これらをはじめ，近年「電線類の地中化」につ

いては，政府内に推進する気運が高まるとともに，

国民からもその推進に向けての要請が多く，今後

さらに推進する必要がある。ここでは，電線類の

地中化の現状と今後の取り組みについて述べる。

電線類の地中化の現状

わが国の電線類の地中化の状況は，ロンドンや

無電柱化の推進

国土交通省道路局地方道・環境課
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電線共同溝�

図―３　電線共同溝�
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図―４　電線類地中化の取り組み状況�
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パリなどの欧米主要都市が１００％，またニューヨ

ークでも７２．１％無電柱化（道路に電線・電柱のな

い状態）されているのに対し，全国では１．５％，

東京２３区でも５．２％と大きく立ち遅れている。さ

らに，身の回りの生活空間を構成する非幹線道路

（ここでは市区町村道としている）については，

全国で幹線道路が７．１％であるのに対し非幹線道

路は０．９％，東京２３区でも順に３１．１％，２．５％と特

に地中化が進んでいないのが現状である。

電線類の地中化の概要

国土交通省としては，道路の地下空間を活用

し，電線・通信線等をまとめて収容する電線共同

溝等を整備することによる電線類の地中化を推進

しているところである。電線共同溝の整備に当た

っては，管路などの本体を道路管理者が建設（事

業者の応分の負担あり）し，そこに収容される電

線・通信線等は電力・通信等の事業者が敷設する

こととなる。電線類の地中化によって，安全で快

適な通行空間が確保されるほか，都市景観や都市

防災性の向上，情報通信ネットワークの信頼性の

向上などの効果が見込まれる。特に，本年９月に

発生した台風１４号による沖縄県宮古島における電

柱の倒壊状況を見れば，電線類の地中化は防災の

観点から必要性が非常に高い。

国土交通省では，電力会社や通信等の事業者等

と連携を図りながら，昭和６１年度から３期にわた

る「電線類地中化計画」に基づき平成１０年度末ま

でに全国で約３，４００kmの地中化を達成するな

ど，電線類の地中化を積極的に推進してきた。現

在，平成１１年度から１５年度を計画期間とする「新

電線類地中化計画」に基づき，さらに３，０００km

の地中化を目標に，これまでの２倍以上の整備ペ

ースで鋭意推進しているところである。

電線類の地中化をさらに推進するためには，以

下のような課題がある。

� 地中化に要する費用は，架空線と比較して約

１０倍必要。

� 地方公共団体の財政状況の悪化により，電線

類地中化への取り組みが遅れがち。

� 従来の電線共同溝では，道路の中で高い割合

を占める歩道のない道路，あるいは歩道の狭い

道路では施工が困難。
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整備前�
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図―６　歴史的景観地区の整備事例�
（埼玉県川越市）�

図―５　浅層埋設方式�

４ 電線類の地中化の現在の
取り組み

今年３月，官房副長官，国土交通副大臣，総務

副大臣，経済産業副大臣により「電線類地中化の

着実な推進に向けた基本方針」が合意され，それ

に基づき平成１５年度内に新たな「電線類地中化計

画」を策定することとされた。国土交通省では，

これを受けて，総務省，経済産業省，警察庁，関

係事業者からなる電線類地中化推進検討会議を開

催し，８月に平成１６年度から始まる「無電柱化推

進計画」の骨子を策定した。主なポイントは，次

のとおりである。

� コスト縮減を図り，無電柱化を推進するた

め，都市部のバイパス事業，街路事業，バリア

フリー化事業等と電線共同溝等の原則同時施工

や，浅くコンパクトに埋設する方式（浅層埋設

方式）の標準化等に積極的な取り組みを実施。

� まちなかの幹線道路に加え，新たに歴史的街

並みを保全すべき地区，良好な都市・住環境を

形成すべき地区等の主要な非幹線道路において

も電線共同溝方式による無電柱化に着手し，面

的な整備を推進。

今後，この骨子に基づき，個別の事業個所につ

いて地方において検討を行うとともに，継続して

検討すべき課題について引き続き検討を行い，年

度内に平成１６～２０年度を目標期間とする「無電柱

化推進計画」を策定することとしている。
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